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2021年 6月 18日 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会（法人番号：1010405009403） 

 

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編、外国にある第三者への提供編、第三
者提供時の確認・記録義務編及び匿名加工情報編）の一部を改正する告示」等に関するコメントは以下
の通りです。 
 

通則編（案） 

No.1 

該当箇所 3-5-1-1 「漏えい」の考え方 

意見 「個人データを第三者に閲覧されないうちに全てを回収した場合は、漏えいに該当しな

い」に該当する具体的な事例を記載いただきたい。 

理由 何をもって“閲覧されないうち”とするか、判断しやすくなるため。（例：メールの送信

先が、「開封していない」と申告したものを閲覧されていないとするかどうか等） 

No.2 

該当箇所 3-5-3-1 報告対象となる事態 

意見 個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応について（平成 29年個人情報保

護委員会告示第 1号）にある、報告を要しない場合の事例も掲載いただきたい。 

理由 これまでの漏えい等報告時に参考としていた告示の廃止に伴い、報告を要しない事例の

定義が十分と言えないため。 

No.3 

該当箇所 3-5-3-1 規則第 6条の 2(1) 

意見 「高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護するために必要な措置」は、Q&A（Q12-

10）に「高度な暗号化等の秘匿化がされている場合」として具体的な例を記載している

が、Q&Aのみでなく、ガイドラインに記載することを検討していただきたい。 

理由 Q&Aにしか記載がない事に気づきにくく、分かりにくいため。 

No.4 

該当箇所 3-7-4-1 【第三者から申告を受ける方法に該当する事例】事例１） 

意見 「提供先の第三者から申告を受ける方法」に、口頭で申告を受ける方法とのみ記載して

いるが、口頭以外に証跡が必要か示していただきたい。また、必要な場合は具体的な例

示があると良い。 

理由 同意を得ている事実が確認できないこと、各社の対応にバラツキが出ると予想されるた

め。 
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外国にある第三者への提供編（案） 

No.1 

該当箇所 5-2 提供すべき情報 

意見 「適切かつ合理的な方法により得られた当該外国における個人情報の保護に関する制

度に関する情報」は、個人情報保護委員会が主要な国々の制度について、一定程度情報

を集約して公開していただきたい。 

理由 提供先の制度に関する情報を収集するためのコスト負担が増加すること、また、個々の

事業者によって情報の粒度や濃淡にバラツキがでるため。 

No.2 

該当箇所 5-2(2) 適切かつ合理的な方法により得られた当該外国における個人情報の保護に関

する制度に関する情報 

5-2(3) 当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に関する情報 

意見 二国間の法律の本質的差異について、本人が合理的に認識できる情報とはどのようなも

のか事例を記載していただきたい。 

理由 データ主体が合理的に認識できるかについて、事業者の判断にバラツキがでるため。 

No.3 

該当箇所 5-2（2）②（イ） 当該外国の個人情報の保護に関する制度についての指標となり得る

情報の存在 

意見 事例 2）に「APECの CBPRシステムの加盟国であること」の「加盟国」は「加盟国・

地域」の方が適切ではないか。 

理由 CBPRシステムには台湾も参加しているため。 

No.4 

該当箇所 5-2(2)②(エ) その他本人の権利利益に重大な影響を及ぼす可能性のある制度の存在 

6-1 相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置 

6-2-2(5) 当該第三者による相当措置の実施に影響を及ぼすおそれのある当該外国の

制度の有無及びその概要 

意見 個人情報保護委員会が主要な国々の状況について、重大な影響を及ぼすリスクについて

情報公開していただきたい。 

理由 事例 1）ではガバメントアクセス、事例 2)ではデータローカライゼーションに関する

制度が事例として記載されているが、事業者が国々の法制度を確認し、個人の権利利益

に重大な影響があるかを判断するのは難しいため。 

No.5 
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該当箇所 5-3-1 【提供先の第三者が所在する外国が特定できない場合】事例 2) 

5-3-2 【提供先の第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に関する情報が提供で

きない場合】事例 2) 

意見 「再保険」は該当事例が限定的であるため、「委託先が追加されるケース」など、一般

的な事例に変更するか、他の一般的な事例を追加していただきたい。 

理由 事例は、汎用性のあるものが分かりやすいと思われるため。限定的な事例は Q&Aで記

載すると良いのではないか。 

No.6 

該当箇所 6-1 相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置 

意見 「個人情報取扱事業者は、（省略）当該外国の制度の有無及び内容を、適切かつ合理的

な方法により、定期的に確認しなければならない」と記載されている。事業者だけでな

く、個人情報保護委員会においても、より積極的にその把握・整理・提供に努めていた

だきたい。 

理由 外国の制度の有無や内容については広く事業者・消費者等にとって重要な客観的情報で

あること、及び事業者が確認し提供する制度に関する情報と比較評価することを可能に

するため。 

No.7 

該当箇所 6-1（2） 当該第三者による相当措置の実施に支障が生じたときは、必要かつ適切な

措置を講ずるとともに、当該相当措置の継続的な実施の確保が困難となったときは、個

人データの当該第三者への提供を停止すること 

意見 当該相当措置の継続的な実施の確保が困難となったときは、個人データの提供を停止す

ることが必要不可欠だと考えられるが、既に提供された個人データの回収等取扱いや、

その他適切な対応を取ることも求められるのではないか。 

理由 既に提供された第三者が保有・管理している個人データについて引き続き問題が生じる

おそれがあるため。 

 

匿名加工情報編（案） 

No.1 

該当箇所 2-1-1 仮名加工情報 

意見 仮名加工情報を利活用するためのデータ基盤の活用について、整備と運用を推進するた

めポイントをガイドラインに追加いただきたい。 

理由 仮名加工情報の取り扱いを明確にすることで、匿名加工情報では取り扱えない特異性の

高いデータを取り扱うことが可能になるため。 
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No.2 

該当箇所 2-1-1 仮名加工情報 

意見 仮名加工情報がどのように効果的に利用できるかを示すため、ユースケースやホワイト

リストを公開していただきたい。 

理由 仮名加工情報はあくまでも個人情報であり、データ主体へのリスクを軽減することには

役立つが、仮名加工情報に関する義務が多大と考える事業者が多いと考えられるため。 

 

以上 


